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価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の末 厚生労働大臣が定める期間をいう。）の末日が属する年度の

日が属する年度の次の年度内に限り、１日につき所定単位数 次の年度内に限り、１日につき所定単位数を加算する。

を加算する。

ホ サービス提供体制強化加算 ホ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所 都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所

が、利用者に対し、指定通所リハビリテーションを行った場 が、利用者に対し、指定通所リハビリテーションを行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる 合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる

所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算 所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。 算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

ヘ 介護職員処遇改善加算 ヘ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け 賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け

出た指定通所リハビリテーション事業所が、利用者に対し、 出た指定通所リハビリテーション事業所が、利用者に対し、

指定通所リハビリテーションを行った場合は、当該基準に掲 指定通所リハビリテーションを行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単 げる区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸につ

位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれか いては、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

加算は算定しない。 ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ト （略） ト （略）

８ 短期入所生活介護費（１日につき） ８ 短期入所生活介護費（１日につき）
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イ 短期入所生活介護費 イ 短期入所生活介護費

⑴ 単独型短期入所生活介護費 ⑴ 単独型短期入所生活介護費

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 単独型短期入所生活介護費 ㈠ 単独型短期入所生活介護費

ａ 要介護１ 638単位 ａ 要介護１ 627単位

ｂ 要介護２ 707単位 ｂ 要介護２ 695単位

ｃ 要介護３ 778単位 ｃ 要介護３ 765単位

ｄ 要介護４ 847単位 ｄ 要介護４ 833単位

ｅ 要介護５ 916単位 ｅ 要介護５ 900単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 単独型短期入所生活介護費 ㈡ 単独型短期入所生活介護費

ａ 要介護１ 638単位 ａ 要介護１ 627単位

ｂ 要介護２ 707単位 ｂ 要介護２ 695単位

ｃ 要介護３ 778単位 ｃ 要介護３ 765単位

ｄ 要介護４ 847単位 ｄ 要介護４ 833単位

ｅ 要介護５ 916単位 ｅ 要介護５ 900単位

⑵ 併設型短期入所生活介護費 ⑵ 併設型短期入所生活介護費

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 併設型短期入所生活介護費 ㈠ 併設型短期入所生活介護費

ａ 要介護１ 596単位 ａ 要介護１ 586単位

ｂ 要介護２ 665単位 ｂ 要介護２ 654単位

ｃ 要介護３ 737単位 ｃ 要介護３ 724単位

ｄ 要介護４ 806単位 ｄ 要介護４ 792単位

ｅ 要介護５ 874単位 ｅ 要介護５ 859単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 併設型短期入所生活介護費 ㈡ 併設型短期入所生活介護費

ａ 要介護１ 596単位 ａ 要介護１ 586単位

ｂ 要介護２ 665単位 ｂ 要介護２ 654単位

ｃ 要介護３ 737単位 ｃ 要介護３ 724単位

ｄ 要介護４ 806単位 ｄ 要介護４ 792単位

ｅ 要介護５ 874単位 ｅ 要介護５ 859単位

ロ ユニット型短期入所生活介護費 ロ ユニット型短期入所生活介護費

⑴ 単独型ユニット型短期入所生活介護費 ⑴ 単独型ユニット型短期入所生活介護費

(Ⅰ)㈠ 単独型ユニット型短期入所生活介護費 ㈠ 単独型ユニット型短期入所生活介護費

ａ 要介護１ 738単位 ａ 要介護１ 725単位
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ｂ 要介護２ 806単位 ｂ 要介護２ 792単位

ｃ 要介護３ 881単位 ｃ 要介護３ 866単位

ｄ 要介護４ 949単位 ｄ 要介護４ 933単位

ｅ 要介護５ 1,017単位 ｅ 要介護５ 1,000単位

(Ⅱ)㈡ 経過的単独型ユニット型短期入所生活介護費 ㈡ 単独型ユニット型短期入所生活介護費

ａ 要介護１ 738単位 ａ 要介護１ 725単位

ｂ 要介護２ 806単位 ｂ 要介護２ 792単位

ｃ 要介護３ 881単位 ｃ 要介護３ 866単位

ｄ 要介護４ 949単位 ｄ 要介護４ 933単位

ｅ 要介護５ 1,017単位 ｅ 要介護５ 1,000単位

⑵ 併設型ユニット型短期入所生活介護費 ⑵ 併設型ユニット型短期入所生活介護費

(Ⅰ)㈠ 併設型ユニット型短期入所生活介護費 ㈠ 併設型ユニット型短期入所生活介護費

ａ 要介護１ 696単位 ａ 要介護１ 684単位

ｂ 要介護２ 764単位 ｂ 要介護２ 751単位

ｃ 要介護３ 838単位 ｃ 要介護３ 824単位

ｄ 要介護４ 908単位 ｄ 要介護４ 892単位

ｅ 要介護５ 976単位 ｅ 要介護５ 959単位

(Ⅱ)㈡ 経過的併設型ユニット型短期入所生活介護費 ㈡ 併設型ユニット型短期入所生活介護費

ａ 要介護１ 696単位 ａ 要介護１ 684単位

ｂ 要介護２ 764単位 ｂ 要介護２ 751単位

ｃ 要介護３ 838単位 ｃ 要介護３ 824単位

ｄ 要介護４ 908単位 ｄ 要介護４ 892単位

ｅ 要介護５ 976単位 ｅ 要介護５ 959単位

注１～４ （略） 注１～４ （略）

５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所に て都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所に

おいて、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評 おいて、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評

価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合には、 価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合には、

当該基準に掲げる区分に従い、イについては、利用者の急 生活機能向上連携加算として、１月につき200単位を所定

性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除 単位数に加算する。ただし、注７を算定している場合は、

き３月に１回を限度として、１月につき、ロについては１ １月につき100単位を所定単位数に加算する。
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月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、注

７を算定している場合、イは算定せず、ロは１月につき10

0単位を所定単位数に加算する。

イ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

ロ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

６ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士 ６ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士

、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん 、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん

摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びき 摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びき

ゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士 ゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士

、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資 、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資

格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機 格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機

能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下こ 能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下こ

の注において「理学療法士等」という。）を１名以上配置 の注において「理学療法士等」という。）を１名以上配置

しているもの（利用者の数（指定居宅サービス基準第121 しているもの（利用者の数（指定居宅サービス基準第121

条第２項の規定の適用を受ける指定短期入所生活介護事業 条第２項の規定の適用を受ける指定短期入所生活介護事業

所又は同条第４項に規定する併設事業所である指定短期入 所又は同条第４項に規定する併設事業所である指定短期入

所生活介護事業所にあっては、利用者の数及び同条第２項 所生活介護事業所にあっては、利用者の数及び同条第２項

の規定の適用を受ける特別養護老人ホーム（老人福祉法（ の規定の適用を受ける特別養護老人ホーム（老人福祉法（

昭和38年法律第133号）第20条の５に規定する特別養護老 昭和38年法律第133号）第20条の５に規定する特別養護老

人ホームをいう。）又は指定居宅サービス基準第124条第 人ホームをいう。）又は指定居宅サービス基準第124条第

４項に規定する併設本体施設の入所者又は入院患者の合計 ４項に規定する併設本体施設の入所者又は入院患者の合計

数。以下この注において同じ。）が100を超える指定短期 数。以下この注において同じ。）が100を超える指定短期

入所生活介護事業所にあっては、専ら機能訓練指導員の職 入所生活介護事業所にあっては、専ら機能訓練指導員の職

務に従事する常勤の理学療法士等を１名以上配置し、かつ 務に従事する常勤の理学療法士等を１名以上配置し、かつ

、理学療法士等である従業者を機能訓練指導員として常勤 、理学療法士等である従業者を機能訓練指導員として常勤

換算方法（指定居宅サービス基準第２条第８号に規定する 換算方法（指定居宅サービス基準第２条第８号に規定する

常勤換算方法をいう。特定施設入居者生活介護費の注７に 常勤換算方法をいう。特定施設入居者生活介護費の注５及

おいて同じ。）で利用者の数を100で除した数以上配置し び注７において同じ。）で利用者の数を100で除した数以

ているもの）として都道府県知事に届け出た指定短期入所 上配置しているもの）として都道府県知事に届け出た指定
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生活介護事業所については、１日につき12単位を所定単位 短期入所生活介護事業所については、１日につき12単位を

数に加算する。 所定単位数に加算する。

７～15 （略） ７～15 （略）

16 指定居宅サービス基準第121条第２項の規定の適用を受 16 指定居宅サービス基準第121条第２項の規定の適用を受

ける指定短期入所生活介護事業所に係る注６の規定による ける指定短期入所生活介護事業所に係る注６の規定による

届出については、指定施設サービス等介護給付費単位数表 届出については、指定施設サービス等に要する費用の額の

の規定により、注６の規定による届出に相当する介護福祉 算定に関する基準（平成12年厚生省告示第21号）別表指定

施設サービスに係る届出があったときは、注６の規定によ 施設サービス等介護給付費単位数表（以下「指定施設サー

る届出があったものとみなす。 ビス等介護給付費単位数表」という。）の規定により、注

６の規定による届出に相当する介護福祉施設サービスに係

る届出があったときは、注６の規定による届出があったも

のとみなす。

17・18 （略） 17・18 （略）

ハ～ホ （略） ハ～ホ （略）

ヘ サービス提供体制強化加算 ヘ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所が、利 都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事業所が、利

用者に対し、指定短期入所生活介護を行った場合は、当該基 用者に対し、指定短期入所生活介護を行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を 準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を

加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい 加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

ト 介護職員処遇改善加算 ト 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け 賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け

出た指定短期入所生活介護事業所が、利用者に対し、指定短 出た指定短期入所生活介護事業所が、利用者に対し、指定短

期入所生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従 期入所生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単 い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸については、別に
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位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定 厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる単位数を

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し 所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

ない。 を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

チ （略） チ （略）

９ 短期入所療養介護費 ９ 短期入所療養介護費

イ 介護老人保健施設における短期入所療養介護費 イ 介護老人保健施設における短期入所療養介護費

⑴ 介護老人保健施設短期入所療養介護費 ⑴ 介護老人保健施設短期入所療養介護費

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 介護老人保健施設短期入所療養介護費 ㈠ 介護老人保健施設短期入所療養介護費

(ｉ) (ｉ)ａ 介護老人保健施設短期入所療養介護費 ａ 介護老人保健施設短期入所療養介護費

ｉ 要介護１ 752単位 ｉ 要介護１ 755単位

ⅱ 要介護２ 799単位 ⅱ 要介護２ 801単位

ⅲ 要介護３ 861単位 ⅲ 要介護３ 862単位

ⅳ 要介護４ 914単位 ⅳ 要介護４ 914単位

ⅴ 要介護５ 966単位 ⅴ 要介護５ 965単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 介護老人保健施設短期入所療養介護費 ｂ 介護老人保健施設短期入所療養介護費

ｉ 要介護１ 794単位 ｉ 要介護１ 797単位

ⅱ 要介護２ 867単位 ⅱ 要介護２ 868単位

ⅲ 要介護３ 930単位 ⅲ 要介護３ 930単位

ⅳ 要介護４ 988単位 ⅳ 要介護４ 986単位

ｖ 要介護５ 1,044単位 ｖ 要介護５ 1,041単位

(ⅲ) (ⅲ)ｃ 介護老人保健施設短期入所療養介護費 ｃ 介護老人保健施設短期入所療養介護費

ｉ 要介護１ 827単位 ｉ 要介護１ 829単位

ⅱ 要介護２ 876単位 ⅱ 要介護２ 877単位

ⅲ 要介護３ 939単位 ⅲ 要介護３ 938単位

ⅳ 要介護４ 991単位 ⅳ 要介護４ 989単位


